別　表

表記適否の判断参考例　

(平成24年2月1日改訂)

①　「身体障害」、「知的障害」、「精神障害」は、各々身体障害者福祉法・知的障害者福祉法・精神保健福祉法による法令用語であるが、市民の中で一般用語としても定着しているので、一般的に使用する場合にはひらがな表記とする。

②　「視覚障害」、「聴覚障害」、「内部障害」は、身体障害者福祉法による法令用語であるが、市民の中で一般用語としても定着しているので、一般的に使用する場合にはひらがな表記とする。

（「身体障害」や「知的障害」と同レベルで周知の用語であるため）
　例：視覚障がいのある人（盲人の言い換え）

　　　聴覚障がいのある人（聾者の言い換え）
③　身体障害者福祉法による「平衡機能障害」、「音声機能障害・言語機能障害」、「そしゃく機能障害」、「運動機能障害」、「心臓機能障害」、「じん臓機能障害」、「呼吸器機能障害」、「ぼうこう機能障害・直腸機能障害」、「小腸機能障害」及び「免疫機能障害」は、専門用語等であり、漢字表記とする。
　　　これらの総称である「内部障害」は、一般的に使用する場合、ひらがな表記とするため、取扱いに注意を要する。
　④　「情緒障害」は、児童福祉法による法令用語であるが、市民の中で一般用語としても定着しているので、一般的に使用する場合にはひらがな表記とする。

⑤　「重症心身障害」は、児童福祉法による法令用語であり、重度の知的障がいと重度の肢体不自由が重複する状態を表す福祉施策上の特別な概念であり、専門用語でもあることから漢字表記とする。
　⑥　「発達障害」、「学習障害」、「注意欠陥・多動性障害」は、発達障害者支援法による法令用語であるが、一般的に使用する場合にはひらがな表記とする。

　　　発達障害支援法は、平成17年4月施行であり、市民の中で一般用語として定着してきているため。
　⑦　「高次脳機能障害」は、専門用語であり、漢字表記とする。
